
「行政財産の未来像研究会」御説明資料

令和３年６月１８日

人事院職員福祉局職員福祉課

資料４



人事院の組織と役割、宿舎法上の権限

公務員人事管理の公正性が確保され
るよう、採用試験、任免の基準設定、研
修等を実施

労働基本権制約の代償措置として、
給与等勤務条件の改定等を国会及び
内閣に勧告

人事行政の専門機関として、内外の人
事制度の調査研究を行い、時代の要
請にこたえる人事施策を展開

○ 公務員は、憲法で「全体の奉仕者」と定められ、職務の遂行に当たっては中立・公正性が強く求められる。
このため、国家公務員法に基づき、人事行政に関する公正の確保及び国家公務員の利益の保護等に関する事務をつ
かさどる中立・第三者機関として、設けられたのが人事院である。

○ 国家公務員宿舎法（昭和２４年法律第１１７号） 第21条（国家公務員法との関係）
第８条の２、第10条、第12条、第13条及び第13条の４から第15条までに規定する事項（※施設使用料等）は、

国家公務員法第22条及び第28条第１項の規定による人事院の勧告に係る事項に含まれるものとする。
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人事行政の公正の確保

労働基本権制約の代償措置

人事行政の専門機関



国家公務員の数と種類

○ 国家公務員は、現在約５８．８万人で、人事院勧告の対象となる給与法適用職員は約２８．０万人である。
○ 国家公務員の採用は、原則として公開平等の採用試験による。
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採用試験

総合職試験

政策の企画立案等の高度
の知識、技術又は経験を
必要とする業務等に従事

●院卒者試験

●大卒程度試験

【秋試験】
●法務区分（院卒者）
（司法試験合格者対

象）

●教養区分（大卒程度）

一般職試験

事務処理等の定型的な業務等に従
事

●大卒程度試験
●高卒者試験
●社会人試験（係員級）

専門職試験

特定の行政分
野に係る専門
的な職種を対
象

経験者採用
試験
民間企業等の
経験を有する
者を係長以上
の職に採用



国家公務員採用試験申込者数の推移
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46,450人

27,567人

19,667人

28,521人

13,824人

19,926人

令和３年度

総合職試験（春）
申込者数
14,310人

一般職試験
（大卒程度試験）

申込者数
27,317人
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国家公務員数の推移
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※「行（一）」とは行政職俸給表（一）
（民間企業の事務・技術職に相当）
を指す。以降同様。
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東京都特別区の在勤者（全体・行（一））
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東京都特別区在勤者推移（全体・行（一））

（4.2%↑）

（4.7%↑）



国家公務員の離職者数の推移

内閣官房内閣人事局資料
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若手職員の在庁時間の状況①

健康確保措置の強化
（医師の面談等の対象）

内閣官房内閣人事局資料

２０代の
負担が相
対的に高
い
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若手職員の在庁時間の状況②

内閣官房内閣人事局資料
健康確保措置の強化

（医師の面談等の対象） 8



若手職員の在庁時間の状況③

内閣官房内閣人事局資料

この時間帯か
ら国会対応業
務（当日中）
が追加発生
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精神及び行動の障害による長期病休者率の推移

人事院健康安全管理年報
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精神及び行動の障害による長期病休者率（職員１０万人当たり）



公務職場に関する意識調査①

 職員の意識や職場の実態を聴取し、職場の魅力・課題を把握し、課題改善に向けた方策を探る
 対象：一般職の国家公務員（常勤職員）
 実施：令和３年２月、Ｗｅｂ上で任意・無記名で回答、有効回答数：６１，５３２

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福利厚生の満足度(3.21)

給与の満足度(3.13)

退職後の生活の安心感(2.55)

質問項目（平均値）

まったくその通り どちらかといえばその通り どちらともいえない どちらかといえば違う まったく違う

✔ 「福利厚生の満足度」に関連する自由記述の回答からテキストマイニングした結果、「宿舎」、「家賃補助」など
住居面に関するもの、「健康診断」、「人間ドック」、「スポーツジム」など健康面に関する単語が多く抽出された。

【報酬・処遇】

（総平均値 3.51）
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人事院令和２年度年次報告書



公務職場に関する意識調査②

自由記述欄の回答（２０代職員）のうち宿舎に関するもの

✔ 公務員宿舎や住居手当が民間と比べて少ないような気がするので、もう少しよりよい環境を作ってほ
しい。

✔ 老朽化した宿舎の建て替えやリフォーム等など施設の整備を行ってほしい。

✔ 係員級の宿舎の募集をあまり見かけないため，係員級でも居住可能な宿舎の割合を増やしていた
だきたい。

✔ 便利な立地に宿舎を増やしてほしい。

✔ 異動の内示や宿舎の通知が来るのが遅く、引っ越し業者を手配するのが困難。
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人事院令和２年度年次報告書



住居手当の概要

28,000円

53.9%

11,100円

~28,000円

未満

46.0%

11,000円以下

0.1%

28,000円

87.4%

11,100円~28,000円未満

12.5% 11,000円以下

0.0%

22歳（総合職試験（大卒））
俸給月額
186,700円

22歳（一般職試験（大卒））
俸給月額
182,200円

18歳（一般職試験（高卒））
俸給月額
150,600円

住居手当の概要
借家・借間に居住する職員及び単身赴任手当受給者であって配偶者等が借家・借間に居住する職員に支給
・ 借家・借間居住職員（月額１６，０００円を超える家賃を支払っている職員） 最高 ２８，０００円
・ 配偶者等が借家・借間に居住する単身赴任手当受給職員 最高 １４，０００円

人事院国家公務員給与等実態調査
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全体 東京都特別区

住居手当受給者の支給月額の内訳

地域手当：東京都特別区の支給割合20％

（参考）国家公務員 初任給（俸給月額）



国家公務員の居住種類別人員割合の推移
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人事院国家公務員給与等実態調査

45.9%

46.8%
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46.7%

47.4% 47.4%
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45.5%
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（公務員宿舎のうち、「単独宿舎」「共同宿舎で各戸専用の炊
事設備があるもの」）

（職員や親族等が家賃を支払っているもの） （職員や親族等が実質上所有している住宅）

（公務員宿舎のうち、「共同宿舎で各戸専用の炊事設備がないもの」）
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公務員宿舎居住者 寮居住者

借家借間居住者 自宅居住者



住居手当受給者の推移

人事院国家公務員給与等実態調査
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（9.5%↑）

住居手当受給者数推移 特別区における借家借間居住者の推移

（16.8%↑）



民間企業における社宅の有無の推移
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人事院民間企業の勤務条件等調査
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国家公務員の人材育成

✔ 人事院では、各役職段階において求められる資質・能力を伸ばすことができるよう、行政研修等を実施し、採
用時から幹部級まで必要な研修の体系化と研修内容の充実を図っている。

✔ 行政研修
・ 国家公務員として協力して施策を行うための相互の信頼関係の醸成等を基本的な目的としている役職段階
（係員級～幹部級）ごとの研修

・ 研修参加者が、互いに啓発しながら相互の理解・信頼を深めることができるよう、多くの研修で合宿研修
を設定し、意見交換を行う機会の提供に努めている。

・ 令和２年度及び同３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、日程を短縮したり、合宿・
通勤のほか、オンラインの方法も用いて実施

行政研修

17


